
温度上昇試験は、電気用品等の通常使用時または異常時におけ
る各部の温度上昇を測定し、危険な発熱がないかを評価します。

1.5ｋW以下の交流用電気機械器具や試験電流1000A以下の
配線器具において、依頼試験を実施しています。

温度上昇
試験

木台

ソケット口金

スイッチ

外郭（人が容易に触れるおそれのあるもの）

試験品を置く
木台の表面

巻線

仕様

メーカー 横河電機株式会社

型番 DR130 ハイブリッドレコーダ

測定周期 2、3、4、5、6、10、12、15、20、30、60秒から選択

チャンネル数 10ch

熱電対 Ｔ クラス1 0.32mm 熱電対

温度測定範囲 およそ－５０～２００℃

規格によって、試験方法や試験
条件が異なるため、どの規格で、
どの試験箇所を測定するか、あら
かじめご検討いただく必要があり
ます。

依頼試験 17.1.5 温度上昇試験
[1試験点につき] 一般：10,520円～14,920円 ・ 中小：6,100円～8,190円

                       温度上昇試験 （同一試験の追加）
[1試験点につき] 一般：2,620円～4,500円 ・ 中小：1,770円～2,250円

機器利用 6.5 温度記録計 [1時間につき] 一般： 1,070円 ・ 中小：530円

※温度上昇試験を機器利用で行う場合、料金表の7 電源機器や8.29 AC/DC電流測定用センサシステム等
 の計器類を組み合わせてご利用できます。



温度

時間

室温

測定箇所の温度

温度上昇

例えば、「人が容易に触れるおそれのある金属製の外郭」は、許容される温度限度が８５℃なので、
温度限度上昇 ８５℃ － ３０℃ ＝ 【５５℃】

実際の試験が３５℃の環境で行われ、測定値が８０℃だったとすると、
測定値 ８０℃ ⇒ 温度上昇 ８０℃ － ３５℃ ＝ 【４５℃】

となり、温度限度上昇より小さいため、適合となる。
実際の試験が２５℃の環境で行われ、測定値が８５℃だったとすると、
測定値 ８５℃ ⇒ 温度上昇 ８５℃ － ２５℃ ＝ 【６０℃】

となり、温度限度上昇以上のため、不適合となる。

電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈
別表第八１ 附表第四

試験対象の例：別表第八２（８６）電気スタンド

試験条件の例：ハ 平常温度上昇

・試験箇所：ソケット部の口金、巻線、持ち運び用のとっ手、
 人が操作するとっ手、つまみ、スイッチ、木台の表面、
外郭

・試験方法：厚さ１０～２０mmの白木の板に、試験品を置き、
  定格周波数・定格電圧を印加し、通常の使用状態で、
 （入力最大となる状態）各部の温度上昇がほぼ一定と
  なるまで測定する。

・適否条件：附表第四にある規定値以下であること等。

試験方法

（１）木台の上に試験品を通常使用状態で置く。
（２）試験品に熱電対を貼り付ける。

  ※耐熱テープやはんだ等で測定箇所に固定する。
（３）温度記録計を設定し、測定を開始する。
（４）定格電圧・定格電流を通電し、入力が最大となるようにする。
（５）温度がほぼ一定となるまで放置する。

（６）一定となったら、測定を終了
 する。

（７）基準周囲温度３０℃での
  温度限度と、測定結果と
  周囲温度との差を比較し、
  適否を確認する。

温度上昇
試験

依頼試験 17.1.5 温度上昇試験
[1試験点につき] 一般：10,520円～14,920円 ・ 中小：6,100円～8,190円

                       温度上昇試験 （同一試験の追加）
[1試験点につき] 一般：2,620円～4,500円 ・ 中小：1,770円～2,250円

機器利用 6.5 温度記録計 [1時間につき] 一般： 1,070円 ・ 中小：530円

※温度上昇試験を機器利用で行う場合、料金表の7 電源機器や8.29 AC/DC電流測定用センサシステム等
 の計器類を組み合わせてご利用できます。



ＰＳＥ（電気用品安全法）における技術基準
多くの電気用品は、通常使用状態において許容される各部の温度の限度が、

電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈 別表第八 附表第四に規定されて
います。

電気用品等の、通常使用時または異常時における各部の
温度上昇を測定し、危険な発熱がないかを試験します。

電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈 別表第八 附表第四 （一部改変）

また、電気用品によっては、測定すべき箇所や試験方法が個別に定められて
いる場合もあります。

電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈 別表第八 １ （86）電気スタンド より抜粋

（例）電気スタンド

温度上昇試験



試験方法の例（平常温度上昇の測定）
熱電温度計法では、熱電対を耐熱テープやハンダ等で測定箇所に固定し、温

度記録計等を用いて各部の温度を測定します。

温度上昇試験

木台

ソケット口金

スイッチ

外郭（人が容易に触れるおそれのあるもの）

試験品を置く
木台の表面

巻線

試験箇所の例（電気スタンド）

熱電対
T型 クラス1 0.32mm

試験方法は、電気用品ごとに個別に定められていますが、一般的には通常の
使用状態において定格電圧を印加し、各部の温度上昇が飽和した時の温度を測
定します。

温度

時間

室温

測定箇所の温度

温度上昇

温度上昇の記録

典型的な試験方法が定められている例（電子冷蔵庫）

電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈 別表第八 ２ (50の2)電子冷蔵庫 ロ

特殊な試験方法が定められている例（電気氷削機）

電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈 別表第八 ２ (62)電気氷削機 ハ

技術基準の解釈で定められる温度限度は、基準周囲温度を30℃（水中用・
採暖用は20℃）と規定しているので、実際の室温が基準周囲温度と異なる場
合には、適否の判定のために換算が必要となります。
※ただし、自動温度調節器により温度制御するものについての一部の試験は除きます。

例えば、「人が容易に触れるおそれのある金属製の外郭」は、許容される温度限度が８５℃な
ので、基準周囲温度が３０℃の場合、 ８５℃ － ３０℃ ＝ ５５℃ までの温度上昇が許容さ
れると解釈できます。

実際の試験が３５℃の環境で行われ、測定値が８０℃だったとすると、
測定値 ８０℃ ⇒ 温度上昇 ８０℃ － ３５℃ ＝ ４５℃

となり、 許容される温度上昇より小さいため、基準に適合していると判定されます。

実際の試験が２５℃の環境で行われ、測定値が８５℃だったとすると、
測定値 ８５℃ ⇒ 温度上昇 ８５℃ － ２５℃ ＝ ６０℃

となり、 許容される温度上昇より大きいため、基準に適合していないと判定されます。
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